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本研究は、植民地期を前後して朝鮮半島に形成されていた日本人植民者社会を歴史学的な観点から考
察したものである。一般民衆の入植が植民地統治権力の樹立に先行した朝鮮では、植民者社会の特質は
社会形成の過程に起因して生まれた。このことを踏まえ本研究では、在朝日本人の歴史を六つの時期に区
分し、そのうち開港期から、二世が社会に登場する成長期以前までの期間を研究の対象とした。在朝日本
人社会の形成過程、社会様態、「植民者意識」、植民地空間との関わりという視点から考察を試みた。 
論文は二部で構成されている。まず、第Ⅰ部（第 1 章～第 4 章）では、植民者集団の形成過程と社会様
態を取り上げた。植民者集団の形成過程とその特性について概観してから、居留民の自治団体・教育団体
の活動と変容を、朝鮮地誌刊行を考察した。第Ⅱ部（第 5 章～第 7 章）では、植民地空間の変容と日本人
社会の関わりを考察した。植民地空間、とくに居留地から成長した植民地都市は在朝日本人社会と密接に
関連していた。在朝日本人が植民地空間の変容にどのように影響力を及ぼしたのかを考察するために、博
覧会、築港工事、神社創建の事例を取り上げた。以下は、各章で考察した内容の要約である。 
第 1 章では、朝鮮半島における居留地設定と居留範囲の拡散過程を概略的に整理した後に、各種統計
を用いて在朝日本人社会の社会様態を考察した。これを通して在朝日本人の歴史を区切る基準を検討し、
日清・日露戦争期における人口増加、統監府期と「韓国併合」期にみられる定住・定着意識の広がり、朝鮮
出生者が年に 1 万人を超え、二世が社会に登場したことを、区切りの基準と捉えた。また、外務省記録と朝
鮮地誌の人口統計を検討し、従来の人口統計とは異なる居留民人口が得られたのは一つの成果である。 
諸統計からみられる社会的特性は、出身地の多様性、居住地域の偏在、二次・三次産業が上位を占める
職業構成、男女人口の不均衡にあった。このような特質から、在朝日本人社会はその形成の当初から社会
秩序の維持、社会統合の問題を抱えていたと考えられる。 
第 2 章では居留民の「自治」団体の設立と解散を取り上げた。居留民社会内部の意見を調整し、居留地
の公共事業を行う組織として設立されたのが、総代役場・居留民役所などの居留民団体であった。これらの
居留民団体は任意団体であったため、法律的根拠がなく、その運営には限界があった。この問題を解決す
べく、居留民団体に法人格を附与した法律が居留民団法である。この法律は、領事裁判権を越える性格の
ものであり、海外の居留地において本国の法律が適用される行政団体を設立する内容になっていた。 
また、居留民団の解散と新しい地方制度をめぐる日本人社会の議論から「植民者意識」を考察した。日本
人社会は朝鮮人社会との混合に対し一貫して反対を表明し、朝鮮人との分離を主張していた。この分離・排
除論は、「民度ノ差」の論理に支えられており、朝鮮人社会に対する差別・優越意識を基盤としていた。当初
日本人社会が掲げていた「自治」は、日本の市町村制に倣った地方自治を意味していたが、次第に朝鮮人
社会の排除を意味する「自治」へ変容していた。こうした「自治」論の変容には、「植民者意識」の形成過程が
集約的にあらわれている。 
第 3 章では、居留民児童の教育を担っていた団体と教育制度の変容に着目し、教育事業の展開を検討
した。居留地において、児童教育は居留民の定着と関連する重要課題と認識されていた。そのため、早い時
期から居留民社会では公費をもって居留民学校を設立し運営にあたっていた。日露戦争を経て居留民が急
増すると、本国の教育制度をどのように適用するかが課題となり、国庫補助、教員確保、日本の学校との連
絡問題が課題として浮上した。 
一方、統監府期に小規模の居住地において教育事業を行う団体として導入されたのが学校組合であった。
その後、地方制度が整備さされる過程で、学校組合は日本人の教育財政と担うモデルとして幅広く採用され
た。 
児童教育をめぐる日本人社会の言説から「植民者意識」を考察した。児童教育は本国と同様の教育を施
すという目標の下で展開していたが、それと同時に植民地という環境に由来する制約を受けていた。本国同
様の教育という目標設定は、朝鮮人との関係性のなかで実現し難いものであり、この状況に対する在朝日本
人の「犠牲」という認識からは、民族差別を本質的価値観とする「植民者意識」が垣間見られる。 
第 4 章では、在朝日本人刊行の発展史に着目し、その記述内容にみられる自己認識と「植民者意識」を
考察した。発展史は、開港記念、「韓国併合」、居留民団の解散をきっかけに刊行されたが、居留民社会の
形成史を歴史として残そうとする意識に加え、反官意識が刊行事業を後押ししていた。発展史で反復・強調
されているのは、「苦難」や「奮闘」の記憶であり、被害者としての経験は繰り返し記憶され、共有されていた。 
また、発展史の刊行事業は「郷土」意識の芽生えと関連していた。地域の沿革が研究調査され、地域史は
日本列島とのつながりで描かれた。その記述内容には、朝鮮の歴史や朝鮮人が不在しており、居留地を無
主地とみなす認識もみられる。この性格から、発展史は朝鮮における日本人の居留を歴史的に正当化する
役割も果していたとみられる。発展史刊行事業は移住史を記録として残す作業のみならず、朝鮮の地が「郷
土」として発見される過程でもあった。 
第 5 章では、1915 年の秋に京城で開催された「始政五年記念朝鮮物産共進会」を題材に「武断政治」期
の植民地空間を考察した。同じ時期に本国日本で行われた博覧会は大衆娯楽・消費文化の場として定着し
つつあった。しかし、植民地朝鮮の事情は異なっており、朝鮮物産共進会は施政五年間の「進歩改善」を可
視化し、植民地支配の正当性を帝国内外に宣伝した催しであった。在朝日本人と朝鮮人有志の協賛による
官民共同の催しであった朝鮮物産共進会は、その名称は共進会と称されたものの、準備過程において部分
的に修正され、「内地」で定着している博覧会の要素を併せ持つようになる。 
共進会の会場を訪れた朝鮮内外の日本人は、本来の開催目的である朝鮮の物産品より、施政五年間の
成績を宣伝する施設に共進会開催の意義を見出していた。優秀な産物を表彰し、朝鮮の殖産興業を図ると
いう共進会本来の主旨とはかけ離れた総督府施政の成果に、日本人は共感を覚えていた。これには「新旧
の比較」によって日本帝国の朝鮮支配の正当性をその目で確認したいという、欲望の視線が働いていた。ま
た、共進会を訪れた記者団の目を通して、「武断政治」下に置かれている「半島の真相」が日本に伝わるきっ
かけにもなった。 
日本人社会の協賛活動は、朝鮮人に対する「同化」や「指導」といった「内地人の責務」からは程遠い、共
進会を梃子にした景気改善への期待感がその背景にあった。協賛会の活動は、必ずしも総督府の統治方
針に対する日本人社会の賛同を意味するものではなく、実利を重視した選択であった。朝鮮人と同様に被
支配民である日本人にとって、共進会は包摂の装置として働いており、抑圧と包摂という「武断政治」の二重
構造が露呈する空間でもあったといえよう。 
第 6 章では、1910 年代における仁川港の築港工事を事例に、日本人社会の植民都市の形成への関わり
を考察した。仁川港の「開発」は、財政的負担を辞さない植民者社会がリードする形で展開しており、「韓国
併合」直後に築港が実現した背景には、仁川の将来に危機感を覚えた日本人社会の活動があった。 
築港後、仁川港は鉄道敷設や他港との競争に負けることなく、貿易港として成長を遂げることになるが、こ
の事例からみえてくることは帝国日本が関わった植民都市の特質、すなわち植民者社会が植民都市に及ぼ
した影響力である。植民者社会の港湾「開発」論が先行し、これが植民地統治権力の支配政策に一定の影
響を及ぼしたという点は、西洋の植民地とは比較できる特質といえる。 
第 7 章では、在朝日本人の集団居住地に建てられた神社を考察した。開港初期に各地の居留地には小
規模の神社が建てられたが、これらは居留民にとって海運安全・商売繁盛を祈願する世俗的信仰の場所で
あった。また、居留民が増加するにつれ、伊勢神宮を遥拝する大神宮も各地に創建されるようなった。初期
の居留民創建神社は、私的な信仰と公的な国民意識が共存する空間であったのである。 
「韓国併合」後に、神社・神祠制度の整備が進められ、「神社寺院規則」が制定された。神社の尊厳維持
のための財政確保を重視する総督府の方針に従い、神社の維持・経営を目的とする氏子組織ができた。一
連の整備過程で、皇祖皇宗思想を中核とする体系が成立し、私的祈願の神社はその末社・摂社と化してい
った。 
規則の制定後、1910 年代末までに 36 ヶ所の神社が創建されるが、その類型は既存の居留民神社の認
可と、新しい神社創建の類型に区分できる。水原・仁川神社の事例からうかがわれるのは、周囲の朝鮮人社
会を巻き込む形で行われた神社創建の実態であった。また、居留民創建神社に期待された機能の変化も垣
間見られた。これまでの信仰と慰安の場所としての機能に加え、居留民社会の統合、異民族に対する包摂
や「同化」の空間としての機能が追加されていた。 
以上、多様な視点から在朝日本人の社会の形成を論じてきたが、触れていない点も少なくない。西洋諸
国の植民地との比較や、台湾および「満洲」の居留民社会との比較、本国日本の制度との類似点について
は、今後の検討課題としたい。なお、論文内容を基に修正・加筆し、2020 年 12 月末までに単行本として出
版する予定である。 
 
 
